
[平成29年度設置］

　　　計画の区分：学部の設置

平成国際大学　スポーツ健康学部　スポーツ健康学科

【認可】設置に係る設置計画履行状況報告書

学校法人佐藤栄学園
平成２９年５月１日現在

　作成担当者

　　担当部局（課）名

　　　職名・氏名　事務局長　荒井
ア ラ イ

 浩司
ヒ ロ シ

　　　電話番号　　０４８０－６６－２１００㈹

　　　Ｆ Ａ Ｘ　　０４８０－６５－２１０１

　　　ｅ－mail　　shingakubu@hiu.ac.jp

（注）１　「計画の区分」は設置時の基本計画書「計画の区分」と同様に記載してください。

　　　２　大学院の場合は、表題を「○○大学大学院　・・・」と記入してください。

　　　　　設置時から対象学部等の名称変更があった場合には，表題には設置時の旧名称を記載し，その下欄に

　　　　　（　　）書きにて，現在の名称を記載してください。

　　　　　例）　○○大学　△△学部　□□学科

　　　　　　　　　　　　（◇◇学部（平成◇◇年度より学部名称変更））

　　　　　表題は「計画の区分」に従い、記入してください。

　　　　　例）

　　　　　・大学新設の場合：「○○大学」

　　　　　・学部の設置の場合：「○○大学　△△学部」

　　　　　・学部の学科の設置の場合：「○○大学　△△学部　□□学科」

　　　　　・短期大学の学科の設置の場合：「○○短期大学　△△学科」

　　　　　・大学院の研究科の設置の場合：「○○大学大学院　○○研究科」

　　　　　・通信教育課程の開設の場合：「○○大学　△△学部　□□学科（通信教育課程）」

　　　３　大学番号の欄については，平成２９年３月３１日付事務連絡「大学等の設置に係る設置計画履行状況

　　　　　報告書等の提出について（依頼）」の別紙に記載のある大学番号を記載してください。

認可 

大学番号：私０４７ 



３．施設・設備の整備状況、経費

４．既設大学等の状況　

５．教員組織の状況

６．留意事項等に対する履行状況等

７．その他全般的事項

目次

スポーツ健康学部　スポーツ健康学科

１．調査対象大学等の概要等

２．授業科目の概要



設　　置　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ モリヤマ　ケンイチ ）

森山　憲一

（平成24年4月）

（ ドウノモト　マコト ）

堂ノ本　眞

（平成24年7月）

（ ムラタ　ヨシコ ）

村田　芳子

（平成29年4月）

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は，各職に相当する職名の方を記載してください。

（注）・「変更状況」は，変更があった場合に記入し，併せて「備考」に変更の理由と変更年月日，報告年度を

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　平成２９年度に報告する内容　→（29）

　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば，「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

　　　　された記載があれば，そこに赤字で見え消し修正）するとともに，上記と同様に，「備考」に変更理由等を

　　　・大学院の場合には，「職名」を「研究科長」等と修正して記入してください。

　　　（例）平成２７年度に報告済の内容　→（27）

　　　　記入してください。

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合，本部の位置を（　）書きで記入してください。

学　　長

職　　名

（２） 大　学　名

　　　〒３４７－８５０４

（３） 大学の位置

　　　　平成国際大学

　　　　埼玉県加須市水深大立野２０００

学 部 長

学科長等

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には，複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

　　　　ください。

理 事 長

（４） 管理運営組織

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人佐藤栄学園



　　　・　なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている最小単位
　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」でも記載してください。その場合適宜各項目の表
　　　　を追加してください。
　　　・　様式は，平成２６年度開設の４年制の学科の場合（平成２９年度までの４年間）ですが，開設年度・

　　　に報告書を作成してください。

　ｽﾎﾟｰﾂ健康学部
　ｽﾎﾟｰﾂ健康学科

　学士
（ｽﾎﾟｰﾂ健康学）

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人

189 0

( - ) ( - ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ - ] [ - ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

186 0

( - ) ( - ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ - ] [ - ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

152 0

( - ) ( - ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ - ] [ - ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

100 0

( - ) ( - ) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　)

[ - ] [ - ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

入学定員超過率
Ｂ／Ａ

　　　　「－」を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「入学定員超過率」については，各年度の春季入学とその他を合計した入学定員，入学者数で算出して

　　　　ください。なお，計算の際は小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位まで記入してください。

　　　・　「平均入学定員超過率」には，開設年度から提出年度までの入学定員超過率の平均を記入してください。

　　　　なお，計算の際は「入学定員超過率」と同様にしてください。

体育関係 4

調査対象学部等の
名称（学位）

（５）　調査対象学部等の名称，定員，入学者の状況等

（注）・　当該調査対象の学部の学科または研究科の専攻等，定員を定めている組織ごとに記入してください（入試
　　　　区分ごとではありません）。

　　　　修業年限に合わせて作成してください。（修業年限が３年以下の場合には欄を削除し，５年以上の場合
　　　　には，欄を設けてください。）

　（５）－①　調査対象学部等の名称等

400

平均入学定員
超 過 率

年 人 年次
-

　　　　（その２の１））」の「学位又は学科の分野」と同様に記入してください。

（注）・　定員を変更した場合は，「備考」に変更前の人数，変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。

　　　・　学生募集停止を予定している場合は、「備考」にその旨記載してください。
　　　・　「学位又は学科の分野」には、「認可申請書」又は「設置届出書」の「教育課程等の概要（別記様式第２号

　（５）－②　調査対象学部等の入学者の状況

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

(　　 　)

1.00倍

備　　考

(　　 　)

[　-　] [ 　　　 ] [ 　　　 ] [ 　　　 ]

(　-　)

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・　（　 ）内には，編入学の状況について外数で記入してください。なお，編入学を複数年次で行って

　　　　いる場合には，((  ))書きとするなどし，その旨を「備考」に付記してください。 該当がない年には

100

Ａ　 入学定員

志願者数

受験者数

合格者数

Ｂ　 入学者数

人

備　　考
学位又は学科

の分野
設 置 時 の 計 画

修業年限 入学定員 編入学定員 収容定員

100
(　　 　)

1.00



対象年度

学　年 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

100 0

[ - ] [ - ] [　 　] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（ - ） （ - ） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　] [　　 ] [　 　]

（　　） （　　） （　　） （　　）

[　　 ] [　 　]

（　　）（　　）

　　　　ください。

　　　・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる

　　　　「留学ビザ」）により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）

　　　　及び我が国の大学に入学するための準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を

　　　　記載してください。

　　　・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は，春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている

　　　　場合）に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は，その他の学期欄は「－」を記入して

　　　　ください。また，その他の学期に入学定員を設けている場合は，備考欄にその人数を記入してください。

　　　・　「計」については，各年度の春季入学とその他の学期を合計した在学者数，留学生数を記入してください。

４年次

　（５）－③　調査対象学部等の在学者の状況

平成２９年度 平成３０年度

１年次

[　　　　 ] [　　　　 ]

（　　　　 ） （　　　　 ） （　　　　 ）

２年次

３年次

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。

　　　・　[ 　 ]内には，留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入して

計

100

[　-　] [　　　　 ]

平成３１年度

　　　・（　）内には，留年者の状況について，内数で記入してください。該当がない年には「－」を記入してくだ

　　　　さい。

(　-　)

備　　　　　考
平成３２年度



　（５）－④　調査対象学部等の退学者等の状況

退学した年度

平成２９年度 0 人 0 人

平成３０年度 人 人

平成３１年度 人 人

平成３２年度 人 人

平成３０年度 人 人

平成３１年度 人 人

平成３２年度 人 人

平成３１年度 人 人

平成３２年度 人 人

人 人 平成３２年度 人 人 #DIV/0! ％

100 人 0 人 0.00 ％

％

人

合　　計

0 0.00

人

人

人

　　　・　「主な退学理由」は，下の項目を参考に記入してください。その際，「就学意欲の低下（○人）」というように，その人数も含めて記入してください。

人

（注）・　数字は，平成２９年５月１日現在の数字を記入してください。　

％

％

#DIV/0!

#DIV/0!

　　　　　　（記入項目例）・就学意欲の低下　　　・学力不足　　　・他の教育機関への入学・転学　　　　　　　・海外留学

　　　　　　　　　　　　　　　・就職　　　・学生個人の心身に関する事情　　　　・家庭の事情　　　・除籍　　　　・その他

　　　・　各年度の入学者数については，該当年度当初に入学した人数を記入してください。（途中で退学者がいた場合でも、その退学者数を減らす必要は

　　　・　各年度の退学者数については，退学年度ごとに記入してください。また、留学生数欄の人数については、退学者数の内数を記入してください。

　 ・　留学生については，「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）

　　により，我が国の大学（大学院を含む。），短期大学，高等専門学校，専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための

　　準備教育課程を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記入してください。

　　　・　「入学者数に対する退学者数の割合」は，【当該対象年度の入学者のうち，平成２９年５月１日現在までに退学した学生数の合計】を，

　　　　【当該対象年度の入学者数】で除した割合（％）を記入してください。その際，小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

　　　　　ありません。）

退学者数

人100

入学者数（b） 退学者数（a）
退学者数（内訳）

　 ・　短期交換留学生など，定員内に含めていない学生については記入しないでください。

入学者数に
対する退学者数

の割合
（a/b）

主な退学理由

　　　区　分

対象年度
退学者数の
うち留学生数

平成３２年度
入学者

平成２９年度
入学者

平成３０年度
入学者

平成３１年度
入学者



必 修 選 択 自 由 教 授 准教授 講 師 助 教 助 手

1前 1 兼2

1後 1 兼2

2前 1 兼2

2後 1 兼2

3前 1 兼1

3後 1 兼1

3前 1 兼1

3後 1 兼1

1前 1 兼1

1後 1 兼1

2前 1 兼1

2後 1 兼1

1前 1 兼1

1後 1 兼1

2前 1 兼1

2後 1 兼1

1前 1 兼1

1後 1 兼1

2前 1 兼1

2後 1 兼1

1前 1 兼1

1後 1 兼1

2前 1 兼1

2後 1 兼1

1前 1 1

1後 1 1

2前 1 1

2後 1 1

1前 1 兼1

1後 1 兼1

2前 2 兼1

2後 2 兼1

－ 0 28 0 1 0 0 0 0 兼8

1前 2 兼1

2前 1 兼2

1前

2後 1 兼2

2前

1前 2 兼1

1後 2 兼1

1前 2 兼1

1後 2 兼1

1前 2 1

1後 2 兼1

1前 2 兼1

1前 2 兼1

1後 2 兼1

1前 2 兼1

1後 2 兼1

3前 2 兼1

3後 2 兼1

3前 2 兼3

3後 2 兼3

2前 2 1

2後 2 兼1

3後 2 兼1

2前 2 兼1

2後 2 1

情報科学概論

情報リテラシーⅠ

情報リテラシーⅡ

歴史Ⅱ

日本語表現論Ⅰ

２　授業科目の概要

授業科目の名称科目
区分

言
語
系
科
目

単位数 専任教員等の配置

（１） 授業科目表

＜スポーツ健康学部　スポーツ健康学科＞

中国語４

英語６

英語７

英語８

フランス語１

配 当
年 次

備　　　　考

韓国語３

教育課程の充実を図り、再履
修クラスを配当年次後期に設
けるため、開講時期変更
（29）

教育課程の充実を図り、再履
修クラスを配当年次後期に設
けるため、開講時期変更
（29）

韓国語２

ドイツ語１

ドイツ語２

ドイツ語３

英語１

英語２

英語３

英語４

英語５

韓国語４

中国語１

中国語２

中国語３

韓国語１

ドイツ語４

ロシア語３

ロシア語２

フランス語３

ロシア語１

ロシア語４

フランス語２

フランス語４

小計（32科目）

日本語Ⅰ

日本事情Ⅱ

日本事情Ⅰ

日本語Ⅱ

文学Ⅰ

文学Ⅱ

芸術Ⅰ

芸術Ⅱ

心理学

歴史Ⅰ

日本語表現論Ⅱ

思想史Ⅰ

思想史Ⅱ

自然科学概論Ⅰ

自然科学概論Ⅱ

数と論理Ⅰ

数と論理Ⅱ

健康とスポーツ

キャリア形成と進路

産業・企業分析

社会学

発達心理学

共
通
科
目



2後 2 1

1前 2 兼1

2前 2 兼1

2後 2 1

2後 2 兼1

2後 2 1

－ 2 54 0 3 2 0 0 0 兼16

1前 2 1 4 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1後 2 兼3 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1前 2 1 1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

1後 2 1

1後 2 1

1前 2 1

1後 2 兼1

2後 2 兼1

2前 2 兼1

2前 2 1 1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

2後 2 1

1前 2 兼1

1前 1 1

2前 1 兼1

2前 1 兼1

1後 1 1 1

2前 1 1 1 兼1
ｵﾑﾆﾊﾞｽ　専任教員(准教授)
辞任により、兼任講師を交
渉中（29）

1前 1 1 兼1 専任教員(准教授)辞任によ
り、兼任講師へ変更（29）

1前 1 1

2後 1 兼1

2前 1 兼1

1前 1 1

1後 1 1

1後 1 1

1後 1 1

2後 2 兼1

2後 2 兼1

2後 2 兼1

2後 2 兼1

－ 4 41 0 5 4 0 0 0 兼15

2前 2 1

2後 2 1

2前 2 兼1

2後 2 1

2前 2 兼1

2前 2 1

2後 2 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

2前 2 兼1

3後 2 兼1

2前 2 1

2後 2 兼1

2後 2 1

3前 2 兼1

2後 2 兼1

3後 2 兼1

3前 2 1

4前 2 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

3前 2 1

3後 2 兼1

3後 2 兼1

2前 2 1

3前 2 1

3前 2 兼3 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

4後 2 兼1

3後 2 1

専
門
基
礎
科
目

専
門
科
目

教育文化論

日本国憲法

民法入門

経済学

政治学

比較政治

小計（29科目）

スポーツ健康科学論

教育現場と法

対人関係論

レクリエーション論

解剖学・機能解剖学

生涯スポーツ論

スポーツ文化政策論

調査･分析法

国際貢献論

精神保健

福祉政策論

スポーツ栄養学Ⅰ

スポーツ実習（体つくり運動）

スポーツ実習（体操・器械体操）

スポーツ実習（陸上競技）

スポーツ実習（水泳）

スポーツ実習（球技）

スポーツ実習（サッカー）

スポーツ実習（バレーボール）

スポーツ実習（バスケットボール）

スポーツ実習（テニス）

スポーツ実習（柔道Ⅰ）

スポーツ実習（柔道Ⅱ）

スポーツ実習（ダンス）

スポーツ実習（野外活動）

健康づくり運動の理論と実践Ⅰ

健康づくり運動の理論と実践Ⅱ

健康づくり運動の理論と実践Ⅲ

健康行動学

小計（29科目）

生理学

運動生理学

スポーツ心理学

運動学

スポーツ栄養学Ⅱ

トレーニング論Ⅰ

トレーニング論Ⅱ

スポーツと法Ⅰ

スポーツと法Ⅱ

少子・高齢社会論

衛生学・公衆衛生学

スポーツ社会学

スポーツ哲学

スポーツ史

健康管理学

バイオメカニクス

トレーニング論Ⅲ

スポーツマネジメント論

学校保健

救急処置法

コーチング論Ⅰ

コーチング論Ⅱ

スポーツと国際協力

スポーツと国際組織

アダプテッド･スポーツ論

共
通
科
目

応
用
・
展
開
科
目



3後 2 兼1

3前 2 1

4後 2 1 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

3前 2 1

4前 2 兼1

2前 2 1

3前 2 2
2
1

ｵﾑﾆﾊﾞｽ　専任教員(准教授)
辞任により、兼任講師を交
渉中（29）

4前 2 兼1

4後 2 兼1

3後 2 兼1

3後 2 兼1

4前 2 1
専任教員(准教授)辞任によ
り、兼任講師を交渉中
（29）

4後 2 1
専任教員(准教授)辞任によ
り、兼任講師を交渉中
（29）

3後 2 1

3前 2 1

3後 2 1

4前 2 1

4前 2 2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

4後 2 1
専任教員(准教授)辞任によ
り、担当者変更
後任担当者はAC教員審査中
（29）

3後 2 1

3後 1 兼1

2後 1 2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

2後 1 2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

－ 10 83 0 6 4 1 0 0 兼18

1前 1 5 3 1

1後 1 5 3 1

2前 1 2 2 1
専任教員(准教授)辞任によ
り、担当者変更
後任担当者はAC教員審査中
（29）

2後 1 1 2 1 兼1
専任教員(准教授)辞任によ
り、担当者変更
後任担当者はAC教員審査中
（29）

2･3前･後 2 1 兼1

2前 1 兼1

2後 1 兼1

3～4 8 6 5 1 専任教員(准教授)辞任
による担当者減（29）

－ 12 4 0 8 5 1 0 0 兼2

1前 2 1

1前 2 1

1後 2 兼1

1後 2 1

3後 2 兼1

2前 2 兼1

2後 2 兼1

3前 2 兼1

3後 2 兼1

2後 2 1

2前 2 兼1

2前 2 兼1

1後 2 1

1前 2 1

3･4前･後 1 2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

4前 4 2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

4前 2 2 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

4後 2 2 兼1 ｵﾑﾆﾊﾞｽ

－ 0 0 37 2 1 0 0 0 兼5

－ 28 210 37 8 5 1 兼55

演
習
科
目

留意事項における科目名変
更（29）

スポーツ地域開発論

発育発達論Ⅰ

発育発達論Ⅱ

体力測定・評価法

スポーツ情報戦略論

身体表現論

スポーツ指導審判論

リハビリテーション論Ⅰ

リハビリテーション論Ⅱ

スポーツ医学Ⅰ

コミュニケーション実習a

コミュニケーション実習b

スポーツ指導実習（児童期スポーツの基礎）

基礎演習ⅠB

スポーツ医学Ⅱ

サッカー指導方法論Ⅰ

サッカー指導方法論Ⅱ

地域と行政

地域と経済

インターンシップ実習Ⅰ（レクリエーション）

基礎演習ⅡA

基礎演習ⅡB

特殊演習

就職実践演習Ⅰ

インターンシップ実習Ⅱ（アダプテッド・スポーツ）

就職実践演習Ⅱ

インターンシップ実習Ⅲ（スポーツマネジメント）

インターンシップ実習Ⅳ（スポーツ地域開発・生涯スポーツ）

インターンシップ実習Ⅴ（コーチング）

子どもスポーツ指導実習

教職実践演習（中・高）

小計（8科目）

教職論

教育基礎論

教育方法論

生徒指導論・進路指導

教育相談

教育心理学

教育課程論

保健体育科指導法Ⅰ

小計（18科目）

合計（164科目）

教
職
課
程

保健体育科指導法Ⅳ

道徳教育論

特別活動の理論と実践

保健体育科指導法Ⅱ

保健体育科指導法Ⅲ

教育実習事前及び事後指導

教育実習Ⅱ

専
門
科
目

応
用
・
展
開
科
目

教育実習Ⅰ

教育制度論

研究会

小計（48科目）

基礎演習ⅠA



　　　　　なお，昨年度の報告書において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目についても記入してください。

　　　　で，前年度報告時（平成２８年度に認可（届出）された大学等は設置認可（届出）時）より変更されているものは

選　択

160

　　　・  兼任，兼担の教員が担当する授業科目については，備考欄に担当する教員数を「兼○」と記入してください。

　　　　赤字見え消し修正し，「備考」に赤字で理由・変更年月等を記入してください。

計（Ａ）

　　　・  授業科目を追加又は内容を変更する場合で，専任教員が担当するため教員審査が必要なものについては，

　　　　「専任教員採用等設置計画変更書」の審査予定年月等を「備考」に記入してください。（今後審査を受ける場合

　　　　には，「平成○年○月　提出予定」と記入してください。）

備　　　　考
計（Ａ）

科目科目

必　修

設　置　時　の　計　画

科目

14

選　択

科目

　　　　以前）についても，設置認可時の状況を黒字で記入してください。また，前年度報告時より修正があれば，

変　　更　　状　　況

　　　・  「配当年次」について，設置認可申請時に開講時期を記入する必要がなかった学部等（平成１９年度認可

　　　　赤字で見え消し修正をしてください。

　　　　

（２） 授業科目数

（注）・　未開講科目も含めた教育課程上の授業科目数を記入するとともに，［　］内に，設置時の計画からの増減を
　　　　記入してください。（記入例：１科目減の場合：△１）

（注）・  認可申請書の様式第２号（その２の１）に準じて作成してください。

　　　・  設置認可時の授業科目全て（兼任，兼担教員が担当する科目を含む。）を黒字で記載してください。その上

必　修

科目

自　由

科目 科目

128

自　由

科目

18



番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

　　　　いる授業科目について記入してください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

番号 授業科目名 単 位 数 配当年次 一般・専門 必修・選択

0

160

　　　・　「未開講科目と廃止科目の計」が、「（３）未開講科目」と「（４）廃止科目」の合計数となるように
　　　　留意してください。

＝ 0

（６） 「設置時の計画の授業科目数の計」に対する「未開講科目と廃止科目の計」の割合

（注）・　授業科目を未開講又は廃止としたことによる学生の履修への影響に関する「大学の所見」及び
　　　　「学生への周知方法」を記入してください。

（注）・　小数点以下第３位を切り捨て，小数点以下第２位までを記入してください。

（注）・　設置時の計画にあり，何らかの理由で廃止（教育課程から削除）した授業科目について記入して
　　　　ください。なお，理由については可能な限り具体的に記入してください。

（５） 授業科目を未開講又は廃止としたことに係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

該当なし

（３） 未開講科目

（注）・　設置時の計画にあった授業科目が配当年次に達しているにも関わらず，何らかの理由で未開講となって

　　　・　履修希望者がいなかったために未開講となった科目については，記入しないでください。

未開講の理由，代替措置の有無

該当なし

廃止の理由，代替措置の有無

　　　・　教職大学院の場合は，「一般・専門」を「共通・実習・その他」と修正して記入してください。

（４） 廃止科目

％
未開講科目（３）と廃止科目（４）の計

設置時の計画の授業科目数の計（Ａ）
＝



備考

大学全体

大学全体共用：

　92,267冊

（92,067冊）

学術雑誌

　　128種

　（128種）

大学全体

　　　・　「(５)図書・設備」については，上段に完成年度の予定数値を，下段には平成２９年５月１日現在の数値を記入してください。

借用面積：
7,553㎡
借用期間：20年以上

区　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　　　　容

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

計(１) 区　　 分

校 舎 敷 地

　　　・　校舎等建物の計画の変更（校舎又は体育館の総面積の減少，建築計画の遅延）がある場合には，「建築等設置計画変更書」

　　　　を併せて提出してください。

0㎡ 0㎡ 108,978,42㎡108,978.42㎡

（　17,991.36㎡）

(２) 校　　　　　舎

専　　　用 共　　　用
共用する他の
学校等の専用

0㎡

運動場用地

小　　　計 147,276.42㎡

38,298㎡ 0㎡

17,991.36㎡ 0㎡

（　　　　0　㎡） （　　　　0　㎡）

15

視聴覚資料 機械・器具 標　　本
〔うち外国書〕

（注）・　設置時の計画を，申請書の様式第２号（その１の１）に準じて作成してください。（複数のキャンパスに分かれている場合，　　　　

新設学部等の名称 室　　　　　　数

スポーツ健康学部　スポーツ健康学科 室

冊

32〔 1 〕　

（　2,710〔131〕） （　10〔 0 〕）

(４) 専任教員研究室

３　施設・設備の整備状況，経費

0㎡ 17,991.36㎡

（　17,991.36㎡）

154,692.42㎡ 0㎡

計

校
　
　
地
　
　
等

電子ジャーナル

図　　書 学術雑誌

〔うち外国書〕

〔うち外国書〕 点 点 点

3,110〔131〕　 950〔217〕　

（　0　）

950〔217〕　 4 19 0

（　0〔 0 〕） （　4　） （　19　）

収 納 可 能 冊 数

4 19 0

（　19　） （　0　）（　4　）

約100,000

学生納付金以外の維持方法の概要 私立大学等経常費補助金、寄付金、雑収入等

区　　　　分 開設年度

共 同 研 究 費 等 2,156千円 2,156千円 429千円

1,048千円

第４年次 第５年次

経費の見
積り及び
維持方法
の 概 要

(７) 体　　育　　館

面　　　　　積 体育館以外のスポーツ施設の概要

6593.51㎡

開設前年度
経費
の見
積り

完成年度

━　千円

992千円 600千円

開設年度

学生１人当り
納付金

第１年次 第２年次 第３年次

1,380千円 1,060千円 ━　千円

154,692,42㎡

語学学習施設

（補助職員　0人）

4室

情報処理学習施設

5室

（補助職員　1人）

第６年次

131,689千円

講　義　室

17室
(３) 教　　室　　等

演　習　室

1,060千円 ━　千円

430千円

設備購入費

図書購入費

1,060千円

（　10〔 0 〕） （　0〔 0 〕）

　

図
書
・
設
備

(５)

計
32〔 1 〕　

種

スポーツ健康学部
スポーツ健康学科

3,110〔131〕　

実験実習室

12室

完成年度

430千円

229

0㎡

面　　　　　積

区　　分

閲 覧 座 席 数

（　2,710〔131〕）

新設学部等
の名称

教員１人当り研究費等

1625.75㎡

38,298㎡

0㎡ 0㎡ 147,276,42㎡

0㎡ 7,416㎡

0室

　　　・　運動場用地が校舎敷地と別地にある場合は，その旨（所要時間・距離等）を「備考」に記入してください。

0㎡

　　　　項目はＡＣ対象学部等の数値を記入してください。）

　　　　複数の様式に分ける必要はありません。なお，「（１）校地等」及び「（２）校舎」は大学全体の数字を，その他の

そ　の　他

合　　　計

7,416㎡

(８)

(６) 図　　書　　館

野球場1面、サッカー場1面、テニスコート3面、
陸上競技場1面、野球室内練習場、

クロスカントリーコース

図書購入費には電子
ジャーナル、データ
ベース利用を含みま
す。

　　　・　国立大学については「（８）経費の見積り及び維持方法の概要」は記載不要です。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更のあったものについては，変更部分を赤字で見え消し修正するとともに，その

　　　　理由及び報告年度「（29）」を「備考」に赤字で記入してください。

　　　　　なお，昨年度の報告において赤字で見え消しした部分については，見え消しのまま黒字にしてください。



大 学 の 名 称 備　考

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

法学部

　法学科 4 200 － 1100 学士
（法学）

0.96 平成19年度 埼玉県加須市水深大立野2000

スポーツ健康学部

　スポーツ健康学科 4 100 － 100 学士
（ｽﾎﾟｰﾂ健康学）

1 平成29年度 同上

大 学 の 名 称 備　考

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

平均入学
定員

超過率

開設
年度

所　在　地

年 人 年次 人 倍

人

法学研究科 2 15 － 30 修士
（法学）

0.5 平成12年度 埼玉県加須市水深大立野2000

　　　・学部の学科または研究科の専攻等，「入学定員を定めている組織」ごとに記入してください。

　　　　※「入学定員を定めている組織ごと」には，課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている

　　　　　場合を含めます。履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　　※なお，課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は，法令上規定されている組織上

　　　　　の最小単位（大学であれば「学科」，短期大学であれば「専攻課程」）でも記載してください。

　　　・専攻科に係るものについては，記入する必要はありません。

（注）・本調査の対象となっている大学等の設置者（学校法人等）が設置している全ての大学（学部，学科），

　　　　大学院（専攻）及び短期大学（学科）（ＡＣ対象学部等含む）について，それぞれの学校種ごとに，

　　　　平成２９年５月１日現在の上記項目の情報を記入してください。

４　既設大学等の状況

　平成国際大学 大学院

　平成国際大学

　　　・学生募集を停止している学部等がある場合，入学定員・収容定員・平均入学定員超過率は「－」とし，

　　　　「備考」に「平成○○年より学生募集停止」と記入してください。

　　　　平均の小数点以下第２位まで（小数点以下第３位を切り捨て）を記入してください。

　　　・「平均入学定員超過率」には，標準修業年限に相当する期間における入学定員に対する入学者の割合の

      ・ＡＣ対象学部等についても必ず記入してください。



個人情報を含む内容につき、ホームページでの公表は割愛

（１） 担当教員表

５　教員組織の状況

＜スポーツ健康学部　スポーツ健康学科＞



教　授 准教授 講　師 助　教
計

（Ｂ）

5 2 0 15

［ △1 ］ ［ 1 ］ ［ 0 ］ ［ 0 ］

名

（２） 専任教員数等

完成年度時における設
置基準上の必要専任教

員数

7

准教授

　（２）－①　設置基準上の必要専任教員数

設置時の計画 現在（報告書提出時）の状況 現在（報告書提出時）の完成年度時の計画

12

名

（注）・　大学設置基準第十三条別表第一、短期大学設置基準第二十二条別表第一イにより算出される専任教員数を記入してください。

　　　　

8

（6） （1） （0） （15）

教　授 准教授 講　師 助　教 計 講　師 助　教
計

（Ａ）
教　授

（注）・「設置時の計画」には，設置時に予定されていた完成年度時の人数を記入するとともに，（　）内に開設時の状況を記入してください。

8 6 1 0 15

　　　・「現在（報告書提出時）の状況」には、報告書提出年度の５月１日の教員数（実人数）を記入してください。

　　　・「現在（報告書提出時）の完成年度時の計画」には、報告書提出年度の５月１日現在、完成年度時に計画している教員数を記入するとともに，

　　　　［　］内に設置時の計画との増減数を記入してください。（記入例：１名減の場合：△１）

5 1 0 14
8

（8） ［ 0 ］

　　　　および，平成２９年５月１日現在，定年に関する規定に基づく特例等により定年を超えて専任教員として採用されている

　　　　教員数および完成年度時に定年を超えて専任教員として採用する教員数を記入してください。
　　　・なお,職位等によって定年年齢が異なる場合には,職位ごとの定年年齢を「定年規定の定める定年年齢」に二段書きで記入

　　　　し，「定年を延長している教員数」には合算した数を記入してください。

　（２）－②　専任教員数

65 3 3

歳 名

うち、完成年度時に
おける設置基準上の

必要教授数

（注）・「年齢構成」には，当該学部における教員の定年に関する規定に基づく定年年齢（特例等による定年年齢ではありません），

名

　（２）－③　年齢構成

年齢構成

定年規定の定める定
年年齢（歳）

報告書提出時（上記
（Ａ））の教員のう
ち、定年を延長して
採用している教員数

完成年度時（上記（Ｂ））の
教員うち、定年を延長して採

用する教員数



科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

　上記（３）－①　・　（３）－②　の合計

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

科目 科目 科目

専任教員氏名

選択

　　　　　就任した後に辞任した教員は、以下「（３）－②専任教員辞任の理由及び後任補充状況」に記入してください。

選択

必修

准教授 西川　誠太

必修

必修

選択

　（３）－②　専任教員辞任の理由及び後任補充状況

1

　（３）－①　専任教員の就任辞退（未就任）の理由及び後任補充状況

②の合計数（b） ③の合計数（c）①の合計数（a）

計

職　位 専任教員氏名

就任を辞退した教員数

選択

選択

選択

番　号

番　号 職　位

合計（Ａ）＋（Ｃ）

（注）・　一度就任した後に、辞任した全ての専任教員の辞任の理由を具体的に記入してください。

　　　　　に辞任理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに辞任等した場合，赤字にて記入するとともに，「辞任等の理由」

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

必修・選択・自由の別

後任補充状況の集計（Ｂ）

③の合計数（c）

　　　　　「就任辞退（未就任）の理由」に就任辞退の理由等および（　）書きで報告年度を記入してください。

辞任等した教員数 ②の合計数（b）①の合計数（a）

3 科目 必修必修 必修 02 必修 1

後任補充状況の集計（Ｂ）＋（Ｄ）

合計（Ｃ）

0

5

必修・選択・自由の別

計 6

1

必修

12

0 0

2

　　　・　「就任辞退（未就任）」とは、認可又は届出時に就任予定としながら、実際には就任しなかった教員のことです。

計

後任補充状況の集計（Ｄ）

②の合計数（b）

③の合計数（c）

必修

自由 0

（注）・　就任辞退（未就任）及び辞任した全専任教員について，教員数、担当科目数の合計，後任補充の状況を記入ください。

自由 0

選択 6

0

1 人
0 選択

（３） 専任教員辞任等の理由

　　　　　「後任補充理由」の欄にその数字を記載してください。

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

9 科目

科目

合計（Ａ）

1 人
6

0必修

選択

自由自由

選択

必修

0

必修

選択

自由自由 0

必修 3 科目

科目

選択

0

0

0

（注）・　認可時又は届出時以降、就任を辞退した全ての専任教員の就任辞退の理由を具体的に記入してください。

辞任した教員数 担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

該当なし

必修

人

計

0

0

計

0

選択

0

選択 0

0 科目

0 科目

自由

選択 0

科目

　　　・　また、担当予定であった科目の後任補充の状況について、各科目ごとに状況を以下「①」～「③」から選択し、

①の合計数（a）

必修

選択

自由 自由 0

就任辞退（未就任）の理由

0

計

計

1 選択

2 計

科目

0 計 0

・専任教員が担当する（している）場合は「①」
・兼任兼担教員が担当する（している）場合は「②」
・後任未定、科目廃止など、上記「①」「②」以外の場合は「③」

計

5

自由 0 科目 自由 0

科目 選択

1

③

③

②

6

担当科目数の合計（a）+（b）+（c）

自由 0

計 9 科目

スポーツ実習（球技）

スポーツ実習（サッカー）

就任辞退（未就任）の理由

自己都合による就任辞退（29）

後任補充状況

①

①

③

③

担当予定科目

基礎演習ⅡA

基礎演習ⅡB

サッカー指導方法論Ⅰ

サッカー指導方法論Ⅱ

ｲﾝﾀｰﾝﾝｼｯﾌﾟ実習Ⅳ（ｽﾎﾟｰﾂ地域開発・生涯スポーツ）

スポーツ指導審判論

研究会

担当予定科目 後任補充状況

③

③

1

　　　・　昨年度の報告後から今年度の報告時までに専任教員が新たに就任を辞退した場合，赤字にて記入するとともに，



（４） 専任教員交代に係る「大学の所見」及び「学生への周知方法」

　　　　

　　　　記入してください。
（注）・　上記（３）の専任教員辞任等による学生の履修等への影響に関する「大学の所見」及び「学生への周知方法」を

　西川誠太　准教授（平成２９年３月）のやむを得ない退職により、担当科目の内の「基礎演習ⅡＡ」、「基礎演習ⅡＢ」、「ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ実習Ⅳ
（ｽﾎﾟｰﾂ地域開発・生涯スポーツ）」は専任教員（森嶋修氏：AC教員審査中）が担当することとした。また、「スポーツ実習（サッカー）」につ
いては西川誠太氏に兼任講師として担当いただくこととし、その他担当科目「サッカー指導方法論Ⅰ」「サッカー指導方法論Ⅱ」「スポーツ実習
（球技）」「スポーツ指導審判論」については、開講時期までに担当教員を選定することとした。なお、変更点については、その都度Web、シラ
バス、および時間割等により周知することとしている。



区　　　分 履　行　状　況
未履行事項について

の実施計画

設　置　時

留意事項

（平成２８年８月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成　　年　　月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成　　年　　月）

設置計画履行状況

調　　 査　　 時

（平成　　年　　月）

　　　・　「設置計画履行状況調査時」の（年月）には，調査結果を公表した月（通常２月）を記入して

　　　　ください。（実地調査や面接調査を実施した日ではありません。）

　　　・　「設置計画履行状況調査時」には，当該設置計画履行状況調査の結果，付された意見に対する

　　　　履行状況等について，具体的に記入するとともに，その履行状況等を裏付ける資料があれば，添付

　　　　してください。

　　　・　同一設置者が設置する既設学部等に付された意見は、当該大学から提出される全ての報告書に

　　　　記入してください。

　　　・　該当がない場合には，「該当なし」と記入してください。

（注）・　「設置時」には，当該大学等の設置時（認可時又は届出時）に付された留意事項（学校法人の

　　　　寄附行為又は寄附行為変更の認可の申請に係る留意事項を除く。） と，それに対する履行状況等

　　　　について，具体的に記入し，報告年度を（　　）書きで付記してください。

６　留意事項等に対する履行状況等

留　意　事　項　等

児童期のスポーツ指導
を学修する科目として
「子どもスポーツ指導
実習」を配置すること
としているが、「子ど
も」の定義を小学校か
ら高校までの児童・生
徒とするのであれば、
当該科目名称では学生
等に誤解を生じさせる
可能性があるため、科
目名称を適切に改める
こと。

「子どもスポーツ指導実
習」で対象とするのは、主
に小学生（児童）であり、
その年代で必要とされるス
ポーツの基礎的な内容を扱
うことから、科目名称を、
「スポーツ指導実習（児童
期スポーツの基礎）」と変
更する。



設　置　時　の　計　画 変更内容・状況，今後の見通しなど

変更なし

　ａ　委員会の設置状況

　３　公開授業科目について
　　　平成２９年度実施
　　　企業参加型授業（特殊演習）の実施。全教職員公開授業として実施している。

　本学では平成２１年２月２４日より平成国際大学ファカルティ・ディベロップメント推進委員会規程（別紙参照）を
制定し、本学の教育理念の実現に合致するよう教育内容の改善を組織的に推進することを目的にファカルティ・ディベ
ロップメント推進委員会を構成している。

　ｂ　委員会の開催状況（教員の参加状況含む）

　ＦＤ推進委員会は、大学・学部の役職にある教員、学長が委嘱する委員若干名から構成されている。
委員長は学長としている。平成28年度の構成員は教員９名、職員４名。
平成２８年度
第１回ＦＤ推進委員会　平成２８年６月２９日　（出席９名）
第２回ＦＤ推進委員会　平成２８年７月２７日　（出席１０名）
第３回ＦＤ推進委員会　平成２８年１０月１２日　（出席１３名）
第４回ＦＤ推進委員会　平成２９年２月１日（出席１２名）

（２） 教員の資質の維持向上の方策（ＦＤ活動含む）

７　その他全般的事項

＜スポーツ健康学部　スポーツ健康学科＞

（１） 設置計画変更事項等

　１　教育改善のための授業アンケートについて
　　　平成１４年度より実施
　　　学期の半ばで実施し、担当教員は後半の授業においてアンケート結果に応じた授業改善策を講じる。
　　　学期終了時のアンケートでは、学生による授業評価として、授業の理解度、授業展開の速度、授業選択の理由、
      出席状況などについても質問項目を設けており、アンケート結果についてはFD推進委員会で分析している。

　２　授業相互参観について
　　　平成２８年度より実施
　　　学生によるアンケート調査の結果、授業評価が高かった教員の授業の見学を実施した。
　　　平成２８年１１月１日、８日　　３限　文学Ⅱ
　　　平成２８年１１月４日、１１日　３限　東洋史概説

　ｃ　委員会の審議事項等

（１） FD活動の企画立案
（２） FD活動の実施計画の立案
（３） FD活動の評価
（４） FD活動に関する情報の収集と提供
（５） その他、FDに関する事項

①　実施体制

②　実施状況

　ａ　実施内容

（注）・　１～６の項目に記入した事項以外で，設置時の計画より変更のあったもの（未実施を含む。）

　　　　及び法令適合性に関して生じた留意すべき事項について記入してください。

　　　・　設置時の「設置の趣旨等を記載した書類」の項目に沿って作成し，それ以外の事柄については

　　　　適宜項目を設けてください。（記入例参照）



　　　　「②実施状況」には，実施されている取組を全て記載すること。（記入例参照）

　５　アクティブラーニングに関する検討チームの設置
　　　平成２９年度より、授業改革プロジェクトを立ち上げ、協議し進めていく予定。

　学生による授業評価は、本学の法学部が実施しているのと同じ方法により行う。法学部における授業評価の特徴は、
学期末に実施する通常の授業アンケートの他に、学期の中間（全15回の授業の6～7回目）にアンケートを実施している
ことである。通常の授業評価は事後評価であり、アンケート結果に基づく授業改善の直接的な成果は、次年度以降の受
講者にもたらされる。これに対して本学においては、授業担当教員は、中間のアンケートで示された意見・要望に基づ
き、直ちに授業改善を図ることが可能なので、授業改善の成果は、当該授業の受講生にもたらされることが期待され
る。さらに、授業担当者は、各学期の終了時に、中間アンケート及び学期末のアンケートの結果並びにこれに基づく授
業改善策等について報告書を提出し、その報告書は学内イントラネットを通じて公開される。

ｄ　実施結果を踏まえた授業改善への取組状況

　４　新任教員を対象としたＦＤ
　　　新学部の専任教員向けに本学の概要、カリキュラム、時間割、入試・広報対応（学生募集）、
　　　教職員組織（体制）等の説明や打ち合わせを実施。
　　　第１回スポーツ健康学部会合　平成２８年９月８日　（出席２２名）
　　　第２回スポーツ健康学部会合　平成２８年１１月２６日　（出席１７名）
　　　第３回スポーツ健康学部会合　平成２９年２月４日　（出席２０名）
　　　第４回スポーツ健康学部会合　平成２９年３月２５日（出席２３名）

③　学生に対する授業評価アンケートの実施状況

平成２８年度
・第１回ＦＤ研修会　平成２８年１０月１９日
「日本の教育について～私立中学・高校の現状とこれから～」講演　現職私立中高校長
出席３２名
　
・第２回ＦＤ研修会　平成２９年３月８日
「考えさせる、眠らせないための事例」講演　溝呂木副学長
「講義ノートシステムについて」講演　伊藤准教授
「クリッカーシステムを用いた授業方法について」講演　佐々木（孝）准教授
出席２９名

ＦＤ推進委員会において計画された研修内容および開催日程が教授会において報告され、全学的な研修会としている。

　ｂ　実施方法　

ａ　実施の有無及び実施時期

　授業の改善に関する研究等は、学長を委員長とするFD推進委員会が担当する。同委員会が主催するFD研修会には、本
学の全専任教員、及び関係職員が参加する。
　FD推進委員会では、第1に、上記の授業アンケートにおいて全授業担当者から提出された報告書が検討される。学生か
らどのような意見・要望が寄せられているのか、これに対して授業担当教員はどのような改善策を講じているのか、こ
れら改善策は学生にどのように受け止められているのか等々の検討に基づき、よりよい授業実施のための改善策を研究
の上、その結果を全教員に報告し、授業に反映するよう求める。第2に、学期末の授業アンケートの評価が高かった授業
の担当者から、授業においてどのような改善策、工夫を講じているか等をFD研修会において報告してもらうことで、よ
りよい授業のための具体的なノウハウを全学的に共有していく。第3に、FD推進委員会の委員、又は委員会が指名した教
職員を学外のFD関連の研修会等に積極的に派遣し、新たな授業方法や各種機器の活用について情報を得ることに努め、
そこで得られた有益な情報はFD研修会等を通じて全学的に共有する。また、授業の改善について専門的な知見を持つ外
部講師を招いた研修会も、適宜、開催する。
上記以外の事項、例えば、施設や各種機器、あるいは時間割等については、教務委員会が、学生の意見や要望を把握
し、客観的な立場からの分析を加えたうえで、授業の改善に資する対応策を計画的に立案していく。

ｂ　教員や学生への公開状況，方法等　　　

　学内イントラ上にて教員、学生向けに公開する。

　ｃ　開催状況（教員の参加状況含む）

（注）・「①ａ　委員会の設置状況」には，関係規程等を転載又は添付すること。



（３） 自己点検・評価等に関する事項

　ｂ　公表方法

　本学部本学科の目的は、スポーツ及び健康に関する体系的な教育を通じて、社会のニーズに対応しうる知見と技能の
修得及びその実践的な応用力の涵養を図り、スポーツの発展と人々の健康の維持・増進に寄与できる人材を養成するこ
とである。具体的には、第１に、高いコミュニケーション能力を有し、地域社会に貢献するスポーツ指導者の養成であ
り、第２に、高いコミュニケーション能力を有し、子どもの発育発達段階に応じた適切な指導ができる保健体育科教諭
の養成である。今年度の入学者１００名のうちの多くが、教職を含むスポーツ指導者への進路を希望していることか
ら、本学の設置の趣旨・目的に合致した意欲を有する人材が選抜された結果であると考える。
　大学としては、今後このように意欲を有する人材に対して、第１にスポーツ・健康に関する基礎的な知識や技能を習
得させること。第２に、多様な対象者と良好な人間関係を築けるコミュニケーション能力や対人スキルを習得させるこ
と。第３に、スポーツ指導に関する理論に裏づけられた柔軟な実践力・対応力を習得させること。第４に、スポーツを
通じて地域社会に貢献しようとする姿勢を身につけさせること。第５に、自ら研究テーマを定め、主体的に思考する姿
勢を身につけさせることを目的に教育・指導し、４年間で地域社会に貢献できる人材を輩出していきたいと考える。
　設置初年度である今年度の入学試験の結果は、収容定員１００名に対して入学者数は１００名であり、充足率１０
０％であった。今後も本学の設置の趣旨・目的に合致した意欲を有する人材を確保できるような広報活動に取り組みた
いと考えている。
　全体的な自己点検・評価については、自己点検・評価委員会を中心に、毎年度自己点検評価を実施しながら、次回の
外部認証評価受審まで、以下の計画で進めていく予定である。

②　自己点検・評価報告書

①　設置の趣旨・目的の達成状況に関する総括評価・所見

・平成３４年４月１日公表（予定）

　ａ　公表（予定）時期

　ａ　ホームページに公表の有無　　　　　　　　　（　　　有　　　・　　　無　　　）

・現在、平成２７年度版『大学機関別認証評価報告書』を大学ホームページ上に公表中。

○　設置計画履行状況報告書

（４） 情報公表に関する事項

・平成３２年度版『大学機関別認証評価報告書』を大学ホームページ上に公表予定（平成３４年４月末を予定）。

③　認証評価を受ける計画

　ｂ　公表時期（未公表の場合は予定時期）　　　　（　平成２９年　　７月　頃　）

・平成２７年度　公益財団法人日本高等教育評価機構において大学機関別認証評価を受審済み（適合評価）。

　認証評価有効期間　平成２８年４月～平成３５年３月

・平成３３年度　評価機関（日本高等教育評価機構）の評価を受けるべく、以下の予定で自己点検・評価委員会にて準
備中である。

(1)平成３０年度版『自己点検評価報告書』を平成３１年３月末までに作成することとする。
(2)平成３２年度版『自己点検評価報告書』を平成３３年６月末までに作成し、公益財団法人日本高等教育評価機構に提
出して受審することとする。公表は、平成３４年４月を予定している。


